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経営トップの理解による効果
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担当部署任せ・トップの関心なし

（ｎ＝２１０）

トップが担当部署を積極支援

（ｎ＝８９）

トップ主導で取組

（ｎ＝５７）

ほとんどが続けている どちらかというと続けている人が多い

どちらかというと辞めている人が多い ほとんどが辞めている

（％）

（資料出所）厚生労働省「平成２４年度両立支援ベストプラクティス普及事業 中小企業における両立支援推進のためのアイディア集（改訂版）」

（注１）会社に両立支援の取組の推進体制がある会社において、経営トップの関与別年間に妊娠した従業員（正社員）のうち、出産後も仕事を
続けている人の数を集計

（注２）本データは三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「仕事と子育ての両立支援に関するアンケート（企業調査）」（平成２４年３月）の結果を
再集計したもの

（注３）「トップ主導で取組」とは、経営トップが主導して、自ら情報発信していくトップダウン型の取組を念頭に置いている。「トップが担当部署を積
極支援」とは、推進部署を設置し、経営トップがその部署に対して積極的に関与していく取組を念頭に置いている。ただし、調査票上では、
各々について特段定義づけされているわけではない。

○ 両立支援の取組に経営トップが関与する企業の方が、出産後も仕事を続ける従業員が多
くなっている

１



87.7

71.6
62.5

2.7

10.0

16.2

15

5.2

15.4

2.5

1.4
3.1

17.1

0.9

14.5

2.5

1.3

5.1

0.4

12.0

3.4

0.4

6.02.7

1.3
1.7

5.5 5.7 8.5
17.5

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

行
動
計
画
を
策
定
し
て
い
な
い

（ｎ
＝7

3

）

行
動
計
画
は
策
定
し
た
が
、
認

定
は
受
け
て
い
な
い
（ｎ
＝2

2
9

）

行
動
計
画
を
策
定
し
、
認
定

を
受
け
た

（ｎ
＝1

1
7

）

上
記
以
外
（無
回
答
を
含
む
）

（ｎ
＝4

0

）

無回答

不明

31人以上

21～30人

11～20人

6～10人

4～5人
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（資料出所）財団法人 こども未来財団「企業の次世代育成支援に関する調査報告書」（２０１１年３月）
（注１）育児休業取得者数は、２００５年４月１日~２０１０年３月３１日の間に取得した数とする。
（注２）行動計画の策定期、策定回数は限定しない。
（注３）記入方法に誤りがある場合は、無回答とする。
（注４）「上記以外（無回答を含む）」とは、①無回答（注３）の場合及び②行動計画を策定しているが、計画期間の途中であり、認定の申請ができ

ない場合。

○ 認定を取得している企業では、複数の男性が育児休業を取得している割合が高い

行動計画の策定・認定の有無別 男性の育児休業取得者数

（％）
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